
 

神戸市公共建築物の定期点検の実施及び報告に関する要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、神戸市が所有又は管理する建築物の敷地及び構造、昇降機、昇降機以外の

建築設備、防火設備並びに遊戯施設（以下「建築物等」という。）について、建築基準法（昭和

２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第１２条第２項及び第４項に定めるところにより

定期に点検を実施し、建築物等の適正な維持及び保全を図ることを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱で用いる用語は、法及び神戸市公有財産規則（昭和３９年規則第１２４号。以

下「財産規則」という。）に定めるところによる。 

（点検義務者） 

第３条 点検の義務を有する者は、財産規則第１６条で定める建築物等を所管する部局の長、水

道事業管理者及び交通事業管理者とする。 

（点検の対象となる建築物） 

第４条 建築物の敷地及び構造に関する点検の対象となる建築物は、別表１に掲げる建築物とす

る。 

（点検の対象となる特定建築設備等） 

第５条 特定建築設備等に関する点検の対象となる特定建築設備等は、昇降機並びに前条に規定

する建築物に設ける換気設備、排煙設備、非常用の照明装置、給水設備、排水設備及び防火設

備とする。 

（点検及び報告） 

第６条 第３条に定める部局の長は、第４条で定める建築物、前条で定める特定建築設備等及び

法第８８条第１項に規定する昇降機等について、損傷、腐食その他の劣化の状況のほか、安全

上、防災上又は衛生上必要な事項について、定期に点検を行わなければならない。 

２ 前項の点検（建築住宅局長が定める点検を除く。）を行った場合は、その結果を定期に建築住

宅局長に報告しなければならない。 

（助言） 

第７条 建築住宅局長は、第６条に定める点検について必要な助言を行うことができる。 

（施行細目の委任） 

第８条 この要綱の施行に関し必要な事項は、細則で定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２０年６月６日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 



附 則 

１ この要綱は、平成２８年７月１日から施行する。 

２ 第６条第１項で規定する防火設備の点検は、建築基準法施行規則等の一部を改正する省令（平

成２８年国土交通省令第１０号）附則第２条第５項の規定に関わらず、１回目の点検を平成３

０年３月３１日までに、２回目の点検を平成３０年度に行うものとする。 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

 


